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はじめに1

全国各地、多くの地域で様々なブランディ
ングにトライしている。その地域の単位は都
道府県や市町村、または民間事業者である場
合もある。そのブランド設立の理由は、住民
の帰属意識や他地域との差別化を感じやすい
単位で、自治体職員や民間事業者の「このま
まではこの地域は衰退の一途をたどってしま
うのではないか」という課題意識からきてい
ると感じている。

筆者は、2016年から現在に至るまでいく
つかの地域ブランドの立ち上げや運営を実施
してきた。地域ブランドと一言でいっても
様々な種類があり、同じように実施できるも
のもあれば、全く違う捉え方をしているもの
もあった。それはブランドの意味が広義であ

り、どちらかが正しくて、一方が間違ってい
るわけではなく、いずれも「地域ブランド」
であることからは外れていない。

そこで本稿では、まず各地で実施されてい
る地域ブランドの傾向とトレンドを説明する。
その上で、地域ブランドが陥りやすい落とし
穴となる課題を説明する。さらに本号の執筆
をしている他者のレポートに含まれていない
おきなわブランドを創り上げる際の課題対応、
まちづくりのブランドの普及の難しさなどを
解説した上で、今後の提言をまとめる。尚、
おきなわブランドを創り上げる際には、沖縄
県が株式会社刀と包括連携を結んでいた関係
で、株式会社刀のメソッドを使った手法を活
用しているが、ブランドを熟知していると思
い込んでいた自分にとっても実に新鮮な気付
きを得ることができた。また後から振り返っ
てみても、ブランドを知らない人にとって非
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常にわかりやすい説明の手法を活用しており、
今後、筆者自身もブランドを伝える場面では
非常に有効だと感じている。おきなわブラン
ドの説明については、後述する。

「地域ブランド」の傾向とトレ
ンド2

過去に自治体の事業として、「地域ブラン
ド」に関する事業を６件受託し、実施してき
た。中には今も継続している事業もある。そ
れらを含めて、各地の地域ブランドを紐解く
と、大きく以下の２パターンに分かれる（図
表１）。

いずれのパターンも最終的な目的は域内事
業者（生産者）の所得向上や稼ぐ力などに繋
げていくことを目指しているパターンが多い。
それは、地域の衰退を懸念する自治体職員や
事業者等の課題意識を起点とし、所得向上や
稼ぐ力に繋げることで持続可能なビジネスに
なり、地域が持続的に発展していくと考えら
れるからである。以下、２つの種類の違いを
説明する。

[1]	 モノ・サービスのブランド

特産物や名産物などを中心とし、他の地域
にないような差別化要素の強いモノやサービ
スを中心にPRを推し進める素材として活用
していく。過去の受託事業では、どの品目を
ブランディングすべきなのかまだ不明な地域
もあり、そのための調査から実施する場合も
あった。またよいモノやサービスであること
を保証するための認定制度を導入する場合も
ある。

特定の品目を個別にブランディングする
手法は多くの自治体で取り入れられている
が、すでに多くの品目がレッドオーシャンで
あり、現状ではやや「今更感」が否めない状
況にある。また特定の品目によるブランディ
ングで認知度が高いモノの多くは、農産物で
は生産量が多い地域となるケースが多く、必
ずしも付加価値が高いこととはイコールにな
らないところがポイントである。また、最近
の傾向としては、生産量が少ない品目をあえ
てブランド化したいという自治体も多い。こ
れは、該当品目の産業の維持としては当然の
考え方ではあるが、ブランディングの方向を
間違えると「存在しない」産物のブランディ
ング、つまり幻のブランドになる可能性があ
る。それは入手困難な印象を与え、消費者の

図表1

地域 X ブランド
モノ・サービスのブランド

まちづくりのブランド

１

２

よいモノ・サービスの保証
地域のモノ・サービスの良さをアピールしていくことで、地域全
体のイメージアップにつなげていくと同時に域内外の消費者の購
買によって、域内事業者（生産者）の所得向上につなげていく。

まちづくりのマーケティング戦略
誰に地域の何をどうPRしていくのかを明確にし、まちとしての方
向性（戦略）を打ち出すことで、域内事業者（生産者）の共感を
得て、彼らの行動によって域外の消費者からの購買などによって、
域内の事業者（生産者）の所得向上につながっていく。

「地域」X「ブランド」の分類
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期待を損なう可能性があり、消費者の期待値
を高めることに繋がらないだけでなく、最終
的に「結局入手できない、食べられない」と
いう失望感を与え、信頼を回復させることが
難しくなる可能性が高い。また仮に10年後、
生産量が増えた場合は幻のブランディングで
はなくなることから、リブランディング等が
必須となる。

認定制度を導入する場合は、その制度のレ
ベル、つまり審査を厳しくするか、しないか
でだいぶ異なる。厳しくすれば、認定数はお
そらく限定されるため、認知度は一気に広が
らず、時間がかかる。一方で厳しくしないの
であれば、認定数も増え、認知度が一気に広
がる可能性があるものの、厳しくない審査を
経ている以上、どこまで「よいモノ・サービ
ス」であることをそのブランドが保証できる
のかが未知数となる。厳しい審査を経ている
のであれば、それは一定の品質の担保ができ、
よいモノ・サービスを提供していることに繋
がっていく。またいずれにしても、モノ・サ
ービスのブランドであれば、ブランドマネジ
メントが必要となり、常に何かしらの管理が
求められるのも特徴の１つである。

地域ブランドのトレンドとしては、品目ご
とにブランド化し、レッドオーシャンに飛び
込むよりも、千葉市の食のブランド「千」や
大分県杵築市のブランド「きつきのきづき」、
石川県小松市のブランド「こまつもん」のよ
うに様々な品目やサービスを１つのブランド
と見なし団体戦として実施し、単一の品目な
どで戦うのではないフィールドに持ち込んで
いくという流れもあり、特に市町村の単位で
ブランディングをする場合に多く見られる。

[2]	 まちづくりのブランド
こちらは、[1]のモノ・サービスのブラン

ドというより、まちが今後どうなっていきた

いかというマーケティング戦略といえる。た
だ、どちらであっても、消費者の想起を創り
上げていくという観点ではブランドの域を出
ない。

またまちづくりのブランドである「地域ブ
ランド」は観光的な要素を含むブランド戦略
であるなど、モノやサービスの提供だけでな
く、誘客に繋げることを目指す場合も多い。
そのためか、概念的なものが多く、何かを認
証するようなブランドではないことが多数と
なっている。また概念的なものであるが故に、
[1]のブランドほど厳しい管理、ブランドマ
ネジメントがそこまで必要とされていないこ
とが多い。明らかにコンセプトと違うものは
その「地域ブランド」といえないが、認証制
度などで認められているものと異なり、あく
まで概念的なものや方向性であるため、その
概念や方向性に則って事業者が何かを実施す
るため厳しい管理は難しいというのが実態で
ある。

後述する沖縄の「おきなわブランド」、東
京が掲げる「＆TOKYO」、島根県海士町の「な
いものはない」などその地域をどうしていき
たいのか、という目標や目的が掲げられてお
り、それに向かって域内の事業者が対応して
いき、それ自体がその地域を表現することに
繋がり、最終的に「地域ブランド」の体を成
す。これは時間がかかるブランドづくりであ
るが、一方で間違いなく地道に積み上げてい
けば、強いブランドになるだろう。なぜなら

「地域ブランド」の体を成す事業者たちが賛
同していれば、彼らは目指す目標や目的を共
有しているからである。

また地域が持っている魅力やイメージをダ
イレクトに統一コンセプトとして打ち出すま
ちづくりブランドもある。例えば、香川県の

「うどん県」、大分県の「おんせん県」、「餃子
のまち、宇都宮」などが挙げられる。これら



2025.7（No.575）

50

は誰が聞いてもわかりやすく、消費者もその
地域をイメージしやすい。しかしながら、一
度強いブランドイメージをつけると、他の商
材はなかなかPRしにくくなるデメリットも
ある。香川県は「うどん県」を大きくアピー
ルした後、「うどん県、それだけじゃない香
川県」とリブランディングを実施しているが、
なかなかうどん以外のイメージが定着しにく
い状況にある。つまり、香川県としてうどん
のみで突っ走る戦略であれば「うどん県」で
よかったが、「うどん県」の認知度向上効果
を受けたことで、「本当はその他の産業（瀬
戸内海、食、アート）もある」という状況の
中でリブランディングをしようとしても、な
かなか一度植えつけた消費者の想起を変える
ことは難しく、そこには時間をかける必要が
ある。つまり、地域のまちづくりとして、何
を推すのか、消費者に求められているのは何
かという魅力をあえて、産物や商品などにし
てわかりやすくブランディングする手法もあ
り、消費者にとってわかりやすく浸透もしや
すい反面、別の産業はPRしにくくなるとい
うデメリットもあることが特徴といえる。

地域ブランドの共通課題3

地域ブランドの課題は、大きく５つあると
認識している。個別のブランド単位では他に
も様々な課題があるが、おしなべて国内の地
域ブランドを見るに、「地域ブランド」設立
を主として進める自治体が陥りやすい課題が
①～③、自治体が感じるブランドの将来的な
課題が④、ブランドの浸透に関する課題が⑤
となる。

[1]	 課題①：誰のためのブランドなのか問題
地域ブランドの多くは都道府県や市町村な

どの自治体が主となって創っていくことが多
く、その後は自治体が管理を続けているブラ
ンドもあれば、観光協会や商工会議所などが
運営していくブランド、また任意の団体が運
営していくブランドもある。つまり、立ち上
げの多くは自治体が予算を作って実施してい
くことが多い。これは、事業者からすれば自
治体で予算を捻出していただけるありがたい
環境といえる。一方で、この立ち上げたブラ
ンドを使うブランドユーザーは誰なのかとい
う点、つまり誰のためのブランドなのか、と
いう観点が自治体の事業の中では抜け落ちが
ちである。自治体側の観点では、「地域の産
物や特徴をどうにかして売り出したい」、「付
加価値をつけたい」、「高く売れれば事業者が
儲かるのだから問題はない」などと一方的に
考えがちであるが、そのブランドを使うブラ
ンドユーザーである域内事業者（生産者）が
同じ意向でいるかどうかを確認していないケ
ースが多い。彼らのためのブランドであり、
ブランドユーザーは彼らである。その場合、
彼ら、域内事業者（生産者）の意向を無視し
て、ブランドを創り上げることはできないの
が鉄則である。なぜなら、ブランド化につい
ては、ブランドユーザーがやりたいという意
向があることが大前提であり、かつ何かしら
ブランドユーザーが実施しなければならない
ことがあることに対して協力を得るには、彼
らのブランド化に対する賛同、やりたいとい
う意思がなければ成り立たない。例えば、過
去に地域ブランドが上手くいかない事例とし
ては、自治体がよかれと思って立ち上げた地
域ブランドであるが、ブランドユーザーであ
る事業者の意向を聞かずに進め、ロゴマーク
などのシールを作成してしまった。そして結
局ブランドを立ち上げた際に、どの事業者も
そのロゴマークのシールは貼らないと拒否さ
れてしまう。事業者からは「なぜ貼らないと
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いけないのか」というクレームや、もしシー
ル代を事業者に負担してもらう場合は「なぜ
貼りたくもないシール代を払わなければなら
ないのか」という意見にあふれ、結局誰もそ
のシールを貼らないことに繋がる。ロゴマー
クなどは、ブランドユーザーが貼りたいと思
うようなデザインである必要があり、またそ
もそもこのブランドに賛同していないとシー
ルを貼る手間を惜しんで協力をしようという
体制にならない。以下の図表２にある通り、
自治体（行政）とブランドユーザーである事
業者や生産者と関係性を構築し、また消費者
に愛されるようなブランドになっていくため
には、三位一体となって地域ブランドを創っ
ていく必要がある。

筆者が過去に事業を実施した中で、とある
自治体の事業ではどの品目（農産物）をブラ
ンド化するべきかの調査から実施していた。
自治体側は、「儲かるのであれば生産者側は
文句をいわないはず」と思い込んでいたが、
実際該当品目の生産者に聞くと「自社の該当
品目は既に売れており、ブランド化など余計
なことをしないでほしい」という意見であっ
た。特殊な地域ではあったものの、ブランド
ユーザーの意向を無視しては、ブランド化は
かなわないことがわかるだろう。

また違う地域では、とある品目をブランド
化する事業を実施していたが、一緒に事業を
担当している自治体職員に、「このブランド
は誰のためのブランドか？」と問うと、明ら
かに回答に窮する様子もあった。知事の指示
や長年の事業の実績から実施しているなど、
担当職員の意思は不要なのかもしれない。ま
たは事業者に対して「予算を確保してやって
いる」という感覚なのかもしれないが、誰の
ためのブランドで誰がそのブランドを使うの
かを理解していないと、自治体やその事業の
受託事業者の「自己満足」で終わってしまう。
自分たちはやったつもりでいるが、最終的に
ただ「使われないブランド」になるだけである。

この誰のためのブランドなのか、という点
について予算を確保している自治体が見落と
しがちであることが、地域ブランドを設立す
る際の大きな課題の１つだといえる。

[2]	 課題②：消費者を無視できない問題
２つ目の課題は、図表２の地域ブランド構

築の３Rにある通り、地域ブランドは三位一
体の一角を成す消費者を無視できないのが特
徴であり、課題に挙がりやすい。なぜなら、
特産品は消費者ニーズに関係なく生産・製造
していることが多いからである。

図表2

地域ブランド構築の３R

出所：株式会社イノーバウェブサイトより筆者加筆・作成

地域ブランド構築の３Ｒ
行政

消費者
地域の

生産者・事業者
（発信者）

Reputation
ブランドを評判化・拡散

Relationship
関係性の構築

Relevance
ブランド認知

（価値の共有）
Relevance
ブランド認知

（価値の共有）

三位一体
となって
実施して
いく

三位一体となって実
施していくが、ブラ
ンドのユーザーとな
る生産者や事業者に
は主体性を持っても
らうことが重要。
誰かに作られたもの
をやらされる状態で
は長続きしない。
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地域の特産物のPRとしてのブランドは、
よくあるパターンであるが、それが消費者に
受け入れられないと購買に繋がらない。何が
消費者に求められているのかを調査した上で、
品目のブランディングをする場合はよいが、
品目ありきで実施すると必ずしも消費者ニー
ズと一致しない品目もある。

過去に弊所が受託した事業では、ある自治
体の、とある品目を機能性表示食品としてブ
ランド化したい、という要望があった。その
品目は嗜好性が高くなく、コモディティに近
い品目であったため、機能性表示食品である
ことを押し出すブランド化は難しいと仮説を
立てた。その上で、消費者調査を実施したと
ころ、仮説通り、その品目に対して消費者が
求めているのは、「安全性」や「鮮度」のニ
ーズが強く、機能性表示食品に該当する「健
康」はあまり求められていないことが分かっ
た（図表３）。

つまり、このままこの自治体の意向で、消

費者の意向を汲まずにブランド化していたら、
「なぜか売れない」という状況に陥ることが
明らかである。この事業では、最終的に自治
体と協議の上、消費者ニーズがないことが判
明したが、どうしてもその機能性表示食品で
のブランド化をしたいという要望が強かった
ため、その品目のブランド化を断念せず、別
の切り口でのブランド化とターゲットを絞っ
たブランド化の２つの手法を提案した。

[3]	 課題③：ブランド化＝PRではなく、時
間がかかるもの問題

ブランドとは、消費者の頭の中で想起され
るものである。想起されるためには、「差別化」
と「約束」と「継続性」が必要である。他の
商品やサービスとは違うという「差別化」と、
必ずこうである（例：品質がよいなど）と
いう「約束」、そしてそれを一貫して取り組
む「継続性」があって、初めて消費者の頭の
中で想起が創り上げられる。よって、我々が

図表3

因子1 因子2 因子3 因子4
安全・応援
因子

鮮度・見た目
因子 コスパ因子 信頼性因子

生産者の労働環境に配慮した認証や取組をしていること 0.839 0.426 0.424 0.620
安全についての認証(GAP認証等)があること 0.801 0.429 0.449 0.639
環境にやさしい生産方法であること 0.788 0.466 0.429 0.678
機能性表示食品に適していること 0.787 0.332 0.427 0.565
信頼できる第三者が推していること 0.773 0.387 0.377 0.505
応援したい生産者であること 0.764 0.341 0.301 0.420
応援したい産地であること 0.726 0.494 0.338 0.625
みずみずしさがあること 0.383 0.834 0.436 0.500
張りがあること 0.407 0.816 0.505 0.510
新鮮であること 0.298 0.789 0.480 0.451
美味しい印象があること 0.483 0.759 0.463 0.634
旬であること 0.442 0.743 0.430 0.544
販売している店が信頼できること 0.569 0.675 0.482 0.626
健康に良いこと 0.551 0.671 0.537 0.651
傷がついていないこと 0.399 0.627 0.479 0.500
野菜（果実）の価格に対してサイズが大きいこと 0.492 0.564 0.667 0.515
価格が安いこと 0.248 0.547 0.602 0.297
信頼できるブランドであること 0.684 0.572 0.391 0.783
実がやわらかいこと 0.570 0.610 0.485 0.621

分析対象項目

※因子名称は分析対象項目の解釈によって命名

数値 因子負荷量が0.8以上

数値 因子負荷量が0.7以上

数値 因子負荷量が0.6以上

この値が高いほど当該因子への影響
が大きいと解釈する

【因子分析の解釈方法】

因子1：安全・応援因子

因子2：鮮度・見た目因子

因子3：コスパ因子

因子4：信頼性因子

キーワード：安全、環境、応援、機能性

キーワード：鮮度、おいしそう、旬、健康

キーワード：価格、サイズ

キーワード：ブランド、信頼、産地、生
産

因子分析結果

 因子分析の結果より、〇〇の購買時における消費者
の重視点の観点から、「健康」については、要素と
して全くないわけではないが、強くない。つまり、
安全性や鮮度などの方が強い重視点であることがわ
かる。

ある地域のある品目の消費者調査の分析結果（因子分析）
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自治体のブランドに関する事業を受託する際
には、必ず「地域ブランドを創り上げるには
10年は我慢してほしい」と伝えている。よ
くある失敗事例の中に、３年でどうにか結果
を出してほしいという自治体もあるが、３年
で地域ブランドが確立できることはほぼない。
非常に明快なブランド（例：「香川うどん県」）
で、かつPRに十分な予算が確保されている
場合に限られる。つまり、地域ブランドを創
り上げるには、時間が必要である。またブラ
ンドを創り上げるのには時間を要するのに対
し、棄損するのは一瞬であることから、モノ・
サービスのブランドについては特にブランド
棄損にならないような管理が必要となる。

またブランド化をPRとイコールだと認識
している自治体職員も多い。PRはブランド
を伝える手段の１つであって、ブランド化に
含まれるが、イコールにはならない。PRさ
えすれば、ブランド化ができたと思うのは大
きな間違いである。ブランドは先述した通り、
消費者の頭の中の想起であるため、PRは必
要となるが、ブランドの「差別化」、「約束」、「継
続性」がないと、「認知」には繋がるが「想起」
には繋がらないのが実態である。

[4]	 課題④：将来的なブランドの運営主体不
在問題

課題①の冒頭でも説明しているが、地域ブ
ランドの多くは都道府県や市町村などの自治
体が主となって創っていくことが多いため、
その後は自治体が管理を続けているブランド
もあれば、観光協会や商工会議所などが運営
していくブランド、また任意の団体が運営し
ていくブランドもある。自治体が永久的にブ
ランドの予算を確保できるのであれば、課題
となりえないかもしれないが、ブランド確立
10年間は自治体に我慢を強いる以上、創設
から10年後には運営主体が自治体から自立

している姿が求められるだろう。やはり、課
題①の通り、ブランドユーザーのためのブラ
ンドであることから、モノやサービスのブラ
ンドであればブランドユーザーが主体的にな
って任意団体等を設立し、運営主体となって
いくことが望ましい。しかしながら、事業者
が故に、本業が忙しいなど運営主体になるこ
とが難しいケースも多く、なかなか自立に向
かえないという課題がある。もちろん、観光
協会や商工会議所が担える場合は問題ないが
なかなかそういう団体が実施できるところは
多くないのが実態である。まちづくりのブラ
ンドの場合は、管理がそこまで必要とならな
いため、こういうものがブランドである、と
いう認知度や事業者の認識が固まれば、ブラ
ンド自体が自走化していく可能性がある。

[5]	 課題⑤：インナーブランディングとアウ
ターブランディングの実施問題

地域ブランドは課題①でも提示しているが
ブランドユーザーとなる方々へのPRと消費
者などアウターとなる方々へのPRするべき
内容が異なる。特にまちづくりのブランディ
ングではその傾向が強い。それは、まち全体
でインナーとなる事業者がそのブランドを体
現していく必要があるためである。よってイ
ンナーブランディングに積極的に取り組み、
仲間を増やし、みんなでその地域の価値をア
ウターである消費者に伝えていく体制を作る
必要がある（図表４）。

またインナー及びアウターの態度変容とな
るプロセスには、図表５の通り、認知の後、
理解が必要であり、さらに共感を得ないと行
動に繋がらない。また認知と理解については、
論理的・説明的なコミュニケーションが必要
となり、さらに共感や行動に繋げるには感覚
的・実感的なコミュニケーションが必要とな
る。つまりインナーもアウターも仲間を増や
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していくには、様々なコミュニケーションを
駆使していく必要があるということになる。
特にインナーで仲間を増やすには、理解の後、
共感に繋げ、同じ目的を持って実施していく

という各事業者の意思を繋げていくことが重
要となる。まちづくりのブランディングでは
特にこの「共感」こそが面でブランドをアウ
ターに伝えていくキーポイントになるが、ブ
ランド立ち上げ当初は実績がないため、共感
を得にくく、仲間づくりが難しいことが大き
な課題である。

事例分析：おきなわブランド
戦略4

[1]	 ブランド戦略策定の背景
2023年に沖縄県より「産業間連携おきな

わブランド戦略策定委託業務」を受託し、沖
縄県の課題である問題に対してブランドを
策定して解決に繋げるという事業を実施し
た。具体的には沖縄は観光業がリーディング
産業であり、固有の地域資源などの魅力があ
ることとインバウンド需要の伸長で2018年
度には初めて 観光客数1,000万人を突破する
など目標を達成した一方、観光客一人当たり
の消費額の伸び幅はかなり小さいことが課題
であった。これは沖縄県の一人当たり県民所
得の向上に十分に貢献できていないことに繋
がっている。この課題に危機感を持った沖縄
県は観光産業と他の産業が連携するブランド
戦略を示し、インナーである県内事業者にそ

図表4

地域
ブランド

インナーマーケティングとアウターマーケティン
グのイメージ

出所： 沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略
課「おきなわブランド戦略」から筆者加筆

図表5

インナー・アウター向け態度変容プロセス

ブランド価値を高めるために必要な共感マーケティングを踏まえた上での実施内容

域内事業者（インナー）及び消費者（アウター）の態度変容プロセス

共感・行動を促進するには…
感覚的・実感的な

コミュニケーション手法が効果的

論理的に理解した後に共感する場合もあれば、感覚的に共感した後に理解が深まる場合もある

理解

認知・理解を促進するには…
論理的・説明的な

コミュニケーション手法が効果的
理解と共感をつなげる

コミュニケーション手段も必要

認知 共感 行動
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の戦略を指南していくことで、消費者の持つ
沖縄のイメージを変えていき、最終的には事
業者の所得向上に繋げていく（図表６）。お
きなわブランドは県内事業者のためのブラン
ドであり、県内事業者はブランドユーザーで
もある。これを目的として戦略策定を実施し
た。おきなわブランドは図表１で示している
２. [2]まちづくりのブラドに該当する。

[2]	 ブランド戦略策定の方法

ブランド戦略策定の方法は、「徹底的な消
費者調査」の上で図表７のブランド・エクイ
ティ・ピラミッドを作成する方法であった。
このピラミッドこそが、株式会社刀のフレー
ムであり、非常にわかりやすく伝えやすい手
法だと感じた。考え方としては、一般的には
ブランドのコンセプトといわれる「WHAT」、
これが消費者に与えるベネフィットである。
つまり、これこそが消費者に提供できる沖縄
県の価値となる。それをターゲットとなる

図表6

おきなわブランド策定の背景

出所：沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略課「おきなわブランド戦略」

図表7

ブランド・エクイティ・ピラミッドの考え方

出所：�沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略課「おきなわブ
ランド戦略」
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「WHO」として誰に対して訴求するべきな
のか、を策定することがブランド戦略となる。
またターゲットの「WHO」に対して、コン
セプトの「WHAT」を伝える手段が「HOW」
となり、その手法は無数にあるはずで、その

「HOW」を株式会社刀のメソッドでは戦術と
いう。

沖縄県は徹底的な消費者調査から「WHO」
と「WHAT」を編み出す予定となっていたが、
筆者は３. [1]課題①で挙げたようにブランド
ユーザーの意見を聞くべきではないかと沖縄
県に進言し、消費者調査の前にユーザーとな
りうる事業者に対するヒアリング調査を実施
した。そこで事業者から出てきた、ブランド
に求めることや事業者が感じる消費者の傾向
やどういう消費者に来てもらいたいかなどを
把握することができ、これが後ほど実施した
インサイトを究明するのに役に立った。

ヒアリング調査の後、「徹底した消費者調
査」を実施した。具体的には国内、海外（台
湾、香港、韓国、中国（上海・北京）、米国

（西部・北東部））の消費者（各地域サンプル
数=1,000 以上）を対象に定量調査を行った。
「WHO」については、「おきなわブランド」

が狙うべきターゲットの策定のため、沖縄へ

の関心が高い消費者の価値観やライフスタイ
ルを中心に回帰分析を行い、消費者が持つ価
値観や深層心理で求めていることを分析し、
抽出した。その結果、価値観の分析では「旅
行にお金を惜しまない」「本格志向」という
要素が抽出された。ライフスタイルの分析か
らは、「情報感度高め」「同行者満足重視（フ
ァミリーファースト）」などの傾向が見られ
たことから「WHO」は戦略ターゲットを「～
好奇心旺盛な～旅行好きな消費者」とし、コ
アターゲットの１つ目を「本格志向の良好消
費者層」、２つ目を「家族や仲間など同行者
と感動を分かち合う旅行者層」とした（図表
８）。
「WHAT」については、定量調査から、対

象地域における沖縄に関心がある消費者のイ
メージについて回帰分析を行い、８つの項目

（因子）を抽出した。そのうち、特に「自己
変革重視」と「知的好奇心重視」という項目
は、沖縄のイメージに強い影響を与えている
ことがわかった。また事業者へのヒアリング
調査や定性調査の結果を分析したところ、登
場頻度が高い言葉に「時間」が含まれている
ことに着目して分析を進めると、消費者の「日
常生活に追われている自分を解放したい」と

図表8

おきなわブランド戦略のWHO（ターゲット）

出所：沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略課「おきなわブランド戦略」
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いうインサイトが浮かび上がった（図表９）。
こうしておきなわブランド戦略策定には、消
費者の意向も加味して作成している。

そして「WHAT」はインサイトを含めて、
以下のように言語化した。「心と体がゆった
りと解放され　まっさらな自分にエネルギー
がみなぎり　新しい出会いに　こころ躍る」。

これは、図表10のようにブランド・エクイ
ティ・ピラミッドにあてはめると以下のよう
になる。

この戦略が出来上がった後、改めて県内の
関係者に聞くと、多くの方々に同意していた
だくことができ、県内事業者が思っていたこ
とが言語化されたことに繋がったといえる。

図表9

消費者が沖縄に求める価値（WHAT）の基礎となるもの

出所：沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略課「おきなわブランド戦略」

図表10

おきなわブランド戦略のエクイティ・ピラミッド

出所：沖縄県商工労働部グローバルマーケット戦略課「おきなわブランド戦略」
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[3]	 おきなわブランド戦略の課題
先述している通り、おきなわブランド戦略

はブランドマネジメントについて強い管理を
必要としないまちづくりブランドであるが、
一方でおきなわブランド戦略が概念的なモノ
であるが故に、事業者からは「いっているこ
とは正しく、同意できるが、自身（自社）は
結局何をすればよいかよくわからない」とい
われる。そのため、どういうものがおきなわ
ブランド戦略なのか、ということを正しく理
解してもらう必要がある。その理解について
は、間違った認識を与えてしまうと、リブラ
ンディングが難儀となるため、初期が極めて
重要となる。

またインナーブランディングとアウターブ
ランディングを進めていく中で、インナーブ
ランディングの推進が難儀しやすい。それは、
おきなわブランド戦略が概念であり、HOW

（戦術）は無数にやり方があるため、事業者
は概念に従って何をどうすればよいかがわか
りにくい点が挙げられる。これについては、
観光業をフックに様々な他産業が連携し、新
しいビジネスをスモールスタートでいくつか
進めていくことが効果的ではないかと考える。
そもそも、既存ビジネスで沖縄県の一人当た
りの観光収入額が高まっているのであればそ
れでよいが、高まっていないことが課題であ
る以上、既存のビジネスではなく、新しいイ
ノベーティブなビジネスが必要であり、そう
いうビジネスマッチングとビジネス創出が必
要だと考える。

今後の方向性と提言5

本稿では、全国各地の地域ブランドを分類
し、傾向と課題を抽出した。大きく２つに分
かれるブランドはいずれも地域ブランドであ

り、消費者の頭の中に想起を創り出すもので
ある。また地域ブランドの課題は、多くの地
域でうっかり見落とされているケースも散見
される。特に「誰のためのブランドなのか問
題」は、見落とされがちである。ふと気づく
と、PRに一生懸命になっており、様々な手
法を駆使するものの、目的を見失った戦略は
機能しない。いつの間にか消失している地域
ブランドはもしかしたらこの課題に対しての
対応がなかったのかもしれない。

最後に、2025年７月25日に沖縄の北部に
「ジャングリア沖縄」が開園する。我々が沖
縄県と共におきなわブランド戦略を策定して
いた2023年、株式会社刀の方々はジャング
リアのブランド戦略も策定していたと聞いた。
多忙な折にいろいろとアドバイスをいただけ
たことは、マーケターの端くれとしてありが
たい機会に恵まれた。またその機会を創出し
てくれた沖縄県にも感謝している。ジャング
リアもおきなわブランドのコンセプトであ
る「心と体がゆったりと解放され　まっさら
な自分にエネルギーがみなぎり　新しい出会
いに　こころ躍る」をターゲット層に伝える
素晴らしいHOWの１つであるといえるだろ
う。またジャングリア自身のコンセプトであ
る「パワーバカンス」が多くの消費者の心を
つかみ、沖縄に多くの消費者が訪れることに
繋がることを祈念している。
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